
     

大 会 趣 意 
 

with コロナで省エネルギー提案！！ 

～持続可能な社会を目指すための省エネ政策～ 

 

2020 年春、新型コロナウイルス感染症の拡大を防ぐため学校が休校となってからのステイホー
ム、そして緊急事態宣言。今まで当たり前だと思っていたことが当たり前でない時代になりました。 

 
日本は、1970 年代の石油危機以降、省エネルギーを推進し、1973 年から 2018 年までに GDP は

2.6 倍に伸ばしましたが、エネルギー消費は 1.2 倍の増加に留めています。また、東日本大震災が
発生した 2011 年以降は節電意識の高まりなどで全体のエネルギー消費の減少が更に進みました。 

一方、家庭部門においては、快適・利便性を求めるライフスタイルの変化等により、1973 年から
2018 年までにエネルギー消費は 1.9 倍に増加しており、省エネルギーの推進が喫緊の課題となっ
ています。2015 年 7 月に策定された「長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）」では、徹底
した省エネルギー対策により、2030 年度までに、2013 年度の最終エネルギー消費（原油換算 3.6 億
kl）から原油換算 5,030 万 kl 程度（13％程度）ものエネルギーを削減することとしています。 

 
2030 年度に向けて省エネしていこう、そんなときに起きたのが、今回の新型コロナウイルス感染

症の世界的大流行でした。日本では、4 月から 5 月まで緊急事態宣言が発令され、外出や営業の自
粛の要請なども行われました。交通量が激減し、工場の稼働が停止・縮小されました。その結果、大
気汚染などは一時的に劇的に改善された地域もあります。 

しかし、このように強制的に我慢してエネルギー消費を少なくすることは、「省エネルギー」ではあ
りません。省エネルギーとは、「エネルギーを効率よく使うこと」なのです。 
 
 このステイホームの期間に、新しい生活様式が提案され、企業の在宅勤務が進んだり、持ち帰り
食品用のプラスチック容器の利用が増えたりしました。日本全体のエネルギー消費は減少したもの
の家庭部門は増加した、という調査結果などを耳にしたこともあるのではないでしょうか。3 月から 5
月の都市ガス消費をみると、日本全体では前年同期比 7.3％減少しましたが、家庭部門では前年同
期比 4.6％増加しました。ステイホームした皆さんも電気やガスなどのエネルギーをいつもより多く使
っていたのかもしれません。 
 with コロナの時代、限りある資源を効率よく使い、省エネルギーを進めることで、持続可能な社会
の実現に一歩近づくことができるのです。 

 
 

政策を求める問い 
 

 

そこで、今回は、with コロナのための「新しい生活様式」を実践し、命と健康を守りながら持続可能
な社会を目指すためには、どのような省エネ政策が効果的か、と問います。ステイホームしたときの
自分自身の行動や社会の状況を振り返り、第一に、新しい生活様式を実践しながら持続可能な社会
の実現につながる、省エネな「ありたいライフスタイル」を自由に想像・提案し、第二に、その「ライフ
スタイル」の普及を応援するために日本政府や地方自治体等が採用すべき「ユニークな政策」を提
案してください。 

みなさん、with コロナの社会の今後を、根拠をもって見通しつつ、新しい生活様式に対応した省エ
ネを一層促進するために効果的な政策について、ディベートで検討しましょう。 


